
平成 16年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 20日

井関農機株式会社 : 東・大

6310 本社所在都道府県 : 東京都

(ＵＲＬ http://www.iseki.co.jp)

平成 15年 11月 20日 無

有 (1単元 1,000株)

１．15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）

（1）経営成績 (金額の百万円未満は切り捨て)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％ 円 銭

① 期中平均株式数 15年9月中間期 221,305,354 株   14年9月中間期 224,673,718 株   15年3月期 221,889,504 株

② 会計処理の方法の変更 無

③ 売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（2）配当状況

円  銭 円 銭

（3）財政状態

百万円 百万円   ％ 円 銭

①  15年9月中間期 222,953,416 株   14年9月中間期 222,859,696 株   15年3月期 221,055,888 株

② 期末自己株式数  15年9月中間期   2,100,672 株   14年9月中間期   2,194,392 株   15年3月期   3,998,200 株

２．16年 3月期の業績予想（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）

百万円  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）6円 28銭 

※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因により、

予想数値と異なる可能性があります。
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対前年中間期
比較増減(△)

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 金    額 構成比

％ ％ ％ 

Ⅰ 64,566 50.9 68,171 52.4 △ 3,605 66,910 52.1 

15,183 16,349 △ 1,166 16,954 

12,729 10,371 2,357 10,635 

10,848 16,294 △ 5,445 14,446 

15,313 17,770 △ 2,457 16,502 

8,563 5,763 2,799 6,112 

2,122 1,721 400 2,422 

△ 193 △ 99 △ 93 △ 163 

Ⅱ 62,298 49.1 61,887 47.6 411 61,508 47.9 

35,793 28.2 38,117 29.3 △ 2,323 36,386 28.3 

3,719 4,025 △ 305 3,853 

4,093 4,588 △ 495 4,277 

25,511 26,385 △ 873 25,511 

2,469 3,117 △ 648 2,743 

502 0.4 158 0.1 343 511 0.4 

26,002 20.5 23,611 18.2 2,391 24,610 19.2 

6,455 6,003 451 5,810 

17,268 14,825 2,442 16,618 

5,571 5,679 △ 107 5,606 

1,119 1,320 △ 201 976 

△ 4,412 △ 4,218 △ 194 △ 4,401 

126,864 100   130,058 100   △ 3,194 128,419 100   

当  中  間  期
（平成15年9月30日）

前 年 中 間 期
（平成14年9月30日）

(単位 百万円）

前       　期
（平成15年3月31日）

個 別 中 間 財 務 諸 表 等

中 間 貸 借 対 照 表

科　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

1. 有 形固定資産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

そ の 他

2. 無 形固定資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

3.投資その他の資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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対前年中間期
比較増減(△)

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 金    額 構成比

％ ％ ％ 

Ⅰ 54,660 43.1 66,321 51.0 △ 11,661 63,564 49.5 

17,264 18,412 △ 1,147 18,819 

6,930 10,048 △ 3,117 8,113 

19,166 20,482 △ 1,316 16,807 

615 13 602 26 

7,509 6,273 1,236 8,214 

Ⅱ 22,066 17.4 16,210 12.5 5,856 16,335 12.7 

9,815 3,930 5,884 4,436 

7,131 7,722 △ 591 7,131 

1,550 1,346 203 1,463 

144 142 2 166 

3,425 3,069 356 3,137 

76,726 60.5 82,531 63.5 △ 5,804 79,899 62.2 

Ⅰ 22,534 17.8 22,534 17.3 ―  22,534 17.5 

Ⅱ 12,244 9.6 11,599 8.9 645 12,008 9.4 

10,744 10,099 645 10,508 

1,500 1,500 ―  1,500 

Ⅲ 3,834 3.0 2,473 1.9 1,360 3,056 2.4 

3,834 2,473 1,360 3,056 

Ⅳ 10,696 8.4 10,664 8.2 32 10,696 8.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 980 0.8 419 0.3 561 509 0.4 

Ⅵ △ 151 △ 0.1 △ 162 △ 0.1 10 △ 286 △ 0.2 

50,138 39.5 47,527 36.5 2,610 48,519 37.8 

126,864 100   130,058 100   △ 3,194 128,419 100   

8,000 △ 8,000 ―  8,000 

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

3,173 3,092 3,583 81 

(単位 百万円）

当  中  間  期
（平成15年9月30日）

前 年 中 間 期
（平成14年9月30日）

前       　期
（平成15年3月31日）

中 間 貸 借 対 照 表

科　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

社 債
（ 償 還 一 年 以 内 ）

長 期 借 入 金
（ 返 済 一 年 以 内 ）

未 払 法 人 税 等

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

1. 資 本 準 備 金

2.その他資本剰余金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

1.中間(当期)未処分利益

土地再評価差額金

自 己 株 式
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金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 金   額 百分比

％ ％ ％ 

Ⅰ 42,458 100   49,582 100   △ 7,124 94,533 100   

Ⅱ 34,781 81.9 41,487 83.7 △ 6,706 78,473 83.0 

7,676 18.1 8,094 16.3 △ 417 16,060 17.0 

Ⅲ 6,372 15.0 6,445 13.0 △ 72 12,731 13.5 

1,304 3.1 1,648 3.3 △ 344 3,328 3.5 

Ⅳ 1,263 3.0 1,424 2.9 △ 161 2,977 3.2 

294 163 131 605 

825 1,092 △ 267 2,028 

143 167 △ 24 343 

Ⅴ 1,335 3.2 1,773 3.6 △ 438 3,511 3.7 

443 593 △ 150 1,151 

714 927 △ 213 1,746 

178 252 △ 74 613 

1,231 2.9 1,299 2.6 △ 67 2,794 3.0 

Ⅵ 171 0.4 56 0.1 114 352 0.3 

13 7 6 352 

62 ― 62 ― 

― 49 △ 49 ― 

94 ― 94 ― 

Ⅶ 142 0.3 72 0.1 69 1,726 1.8 

73 22 51 378 

15 29 △ 14 189 

― 10 △ 10 830 

― ― ― 287 

53 10 42 40 

1,260 3.0 1,283 2.6 △ 22 1,420 1.5 

659 1.6 13 0.0 646 26 0.0 

△ 176 △ 0.4 ― ― △ 176 △ 135 △ 0.1 

777 1.8 1,270 2.6 △ 492 1,529 1.6 

3,056 1,203 1,853 1,203 

― ― ― 323 

3,834 2,473 1,360 3,056 

当  中  間  期
自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日科　　　　　目

(単位 百万円)

前 年 中 間 期
自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

前          期
自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

対前年中間期
比較増減(△)

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

中 間 損 益 計 算 書

中間(当期)未処分利益

特 別 損 失

そ の 他

投資有価証券評価損

関係会社投融資評価損失

前 期 繰 越 利 益

税引前中間(当期)純利益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

土地再評価差額金取崩額

受取利息及び配当金

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

特 別 利 益

賃 貸 料

貸 与 資 産 費 用

法人税､住民税及び事業税

固 定 資 産 処 分 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

経 常 利 益

投資有価証券売却益

保 険 差 益

特 別 退 職 金
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有 価 証 券 

① 満期保有目的の債券････････････ 償却原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式････ 移動平均法による原価法 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの ････････････ 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理） 

・時価のないもの ････････････ 移動平均法による原価法 

(２)棚 卸 資 産 

① 製品･販売用部品･･･････････････ 総平均法による低価法 

② 原材料･貯蔵品･････････････････ 移動平均法による低価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

① 建 物････定率法（但し、平成 10 年 4 月 1 日以降の新規取得建物(建物附属設備は除く)は、定額法） 

② 工 具････定額法 

③ その他････定率法 

(２)無形固定資産 

定額法( 但し、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法 ) 

 

３．引当金の計上基準 

(１)貸 倒 引 当 金  

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。数理計

算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により、翌事

業年度から費用処理しております。 

(３)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

 

４．リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

 為替予約取引及び金利スワップ取引 

② ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務及び借入金 

(３)ヘッジ方針 

為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引及び金利スワップ取引を

行っております。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(１)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

（中間貸借対照表関係）

    当中間期     前年中間期       前    期

１．有形固定資産減価償却累計額 55,106 百万円 54,902 百万円 55,276 百万円

２．保証債務 51,843 百万円 59,600 百万円 54,539 百万円

（うち保証予約） (     21,385 百万円） (     23,824 百万円） (     23,832 百万円）

３．受取手形割引高 8,087 百万円 9,137 百万円 9,137 百万円

（中間損益計算書関係）

    当中間期     前年中間期       前    期

１．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 777 百万円 955 百万円 1,874 百万円

無 形 固 定 資 産 20 百万円 13 百万円 22 百万円

計 798 百万円 968 百万円 1,896 百万円

注 記 事 項


